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2018年7月05日 日本の『株主総会』は企業と株主の対話の場に 
2018年6月22日 日本の財政、『骨太の方針』2018の内容は？ 
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2018年7月30日 

 日本では長時間労働が問題になってきましたが、「残業時間の上限

規制」で残業の削減を進めます。残業時間は年720時間（１カ月

平均60時間）までに規制。単月で100時間未満、2～6カ月の平

均で80時間以下に抑え、月45時間を超えられるのは年6回までとな

ります。 

 「同一労働同一賃金」は雇用形態にかかわらず、同じ業務や成果に

は平等に賃金を支払い、雇用者全体の4割近い非正規労働者の待

遇の改善を図ることなどが狙いです。改正法ではガイドラインを設け、

賃金や福利厚生の個別項目ごとに合理的な待遇を明確にしました。

基本給は勤続年数や能力、成果などが同じなら同額にするのが原則

となります。 

 「脱時間給制度」の詳細は今後決められますが、年収が少なくとも

1,000万円以上の金融ディーラーやコンサルタントなどの一部専門職

を念頭に置き、労働時間の規制から外して成果で評価する仕組みで、

残業代や休日手当などが支給されなくなるとされています。 

政府が今年の通常国会の最重要法案と位置づけた『働き方改革関連法』が6月29日の参院本会議で可決、

成立しました。「残業規制」、「同一労働同一賃金」、「脱時間給制度」を3本柱とし、2019年４月から施行

されます。人口が減るなか、一人ひとりの生産性を高めることを狙いとしており、仕事や賃金のあり方が大きく変

わります。企業の取り組みなどが注目されます。 

 『働き方改革関連法』は3つの柱からなります。「残業時間の上限規制」の導入、正社員と非正規社員の不

合理な待遇格差をなくす「同一労働同一賃金」の制度化。そして一部の専門職を対象にした、職務や成果

をもとに賃金を決める「高度プロフェッショナル制度（脱時間給制度）」の創設です。 

残業時間の上限規制の導入、同一労働同一賃金、脱時間給制度を創設 

『働き方改革関連法』に対応した企業の取り組みに期待 

『働き方改革関連法』の内容は？ 

 日本の時間当たりの労働生産性は欧米に比べ低い水準にとどまっています。『働き方改革関連法』は一人

ひとりの生産性を高めることを狙いとしており、企業の生産性の改善への取り組みが期待されます。 

『働き方改革関連法』の柱は３つ 

現状は労働時間が長く、雇用形態による格差も存在 
長時間労働の抑制や非正規労働者の待遇改善などが狙い 
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3本柱に
注目！ 

働き方改革関連法 
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